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全業種 ２０１２．１～３月期 （回答３７４社・・・回答率９６．９％） 

１．業況 

業況判断 D.I.が３期連続改善 

 今期の全業種での企業の景況感を示す業況判断 D.I.は△7.8 と、前期調査（2011．10～12:△14.0）との比較で 6.2

ポイント改善し、3 期連続の改善となりました。また、前年の同時期（2011．1～3:△11.3）との比較でも 3.5 ポイント改善し

ている結果となりました。一方、独立行政法人中小企業基盤整備機構が実施し、日本商工会議所他 2 団体が実査した

全国調査との比較でも、全業種における業況判断 D.I.の全国値△32.2 を 24.4 ポイント上回り、また、業種別の業況判

断 D.I.も、全業種で全国値を上回る結果となりました。 

業種別の業況判断 D.I.は、前期調査との比較では、小売業、建設業、サービス業は改善となりましたが、製造業と卸

売業は悪化となっております。 

業況判断 D.I.の順位は、上位から建設業、サービス業、製造業、卸売業、小売業の順となりました。 

来期（2012.4～6）の業況判断見通しは、全業種でみると D.I.値は△4.0 で、今期（△7.8）と比較して 3.8 ポイント改善

の見通しを示しています。業種別に見ると、製造業が 10.8 ポイント、サービス業が 5.9 ポイント、建設業が 5.4 ポイント

改善の見通しとなっておりますが、小売業は 5.6 ポイント、卸売業は 3.6 ポイント悪化の見通しとなっております。 
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（この天気図は、景気指標を総合的に判断して作成したものです。また、全国調査は日本商工会議所の調査によるものです。） 
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２．業況判断 D.I.の推移 

全業種　業況判断D.I.の推移
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業種別　業況判断D.I.の推移
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(参考） 業種別業況判断 D.I. 

                                                            （対前年同期比判断Ｄ．Ｉ．） 

（全国調査は日本商工会議所の調査によるものです。）

 

 

前 期

２ ０ １ 1 ． １ ０ ～ １ ２

今 期

２ ０ １ ２ ． １ ～ ３

全 国 調 査

２ ０ １ ２ ． １ ～ ３

来 期 見 通 し
 

２ ０ １ ２ ． ４ ～ ６

全 業 種 △１４．０ △７．８
 

△３２．２ △４．０

 
製 造 業 △２．６ △６．３ △２６．７ ４．５ 

 卸 売 業 ３．６ △７．１ △３０．１ △１０．７

 
小 売 業 △３９．３ △２０．０ △４５．０ △２５．６

建 設 業 ０．０ ５．３ △２３．８

 

 

 

 

 

１０．７

サ ー ビ ス 業 △１８．６ △５．９ △３０．３ ０．０
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３．売上高､採算、従業員増減の状況 

 （対前年同期比判断 D.I.） 

今期の全業種での売上高判断 D.I.は△3.5 と前期

（2011.10～12：△16.1）比 12.6 ポイント、採算判断 D.I.

は△18.9と前期（△20.4）比1.5ポイント、従業員増減判

断D.I.は△6.0と前期（△7.5）比1.5ポイントそれぞれ改

善となりました。 

 前 期 今 期 来 期 予 定

売 上 高 △１６．１ △３．５ △１．１

採 算 △２０．４ △１８．９ △１４．６

従 業 員 増 減 △７．５ △６．０ ０．８

来期は、売上高判断 D.I.は△1.1 と今期との比較では 2.4 ポイント、採算判断 D.I.は△14.6 と同 4.3 ポイント、従業員

増減判断 D.I.は 0.8 と同 6.8 ポイント改善の見通しを示しております。 

全業種　主要判断D.I.の推移

△ 3.5

△ 18.9

△ 6.0

△ 70

△ 60

△ 50

△ 40

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

06.9 12 07.3 6 9 12 08.3 6 9 12 09.3 6 9 12 10.3 6 9 12 11.3 6 9 12 12.3 時期

D.I.

売上高判断D.I. 採算判断D.I. 従業員増減判断D.I.

 

４．借入金の状況 

 

今期借入を実施した企業の割合は 22.5％と、前年の

同時期（2011.1～3：27.1％）との比較で 4.6 ポイント減

少となりました。来期借入を予定する企業の割合は

20.1％と、今期との比較で 2.4 ポイント減少となる見込

です。 

 前 期 今 期 来 期 予 定

借入実施割合 ３２．２％ ２２．５％ ２０．１％

   

借 入 難 易 度 判 断 D . I . △５．６ 

また、今期の借入難易度判断 D.I.は△5.6 と、前期（△6.5）との比較で 0.9 ポイント改善し、借入が困難と判断する企

業の割合がわずかながら減少したことを示しております。 

借入実施割合・借入難易度判断D.I.の推移

33.0

42.7

32.6
31.5

37.6
42.6

29.8
33.1

39.4 40.5

34.3 33.7 34.4

38.9

25.6 24.3

28.8

34.7

27.1
23.0

31.8 32.2

22.5

0

10

20

30

40

50

60

70

06.9 12 07.3 6 9 12 08.3 6 9 12 09.3 6 9 12 10.3 6 9 12 11.3 6 9 12 12.3 時期

％

△ 10

△ 5

0

5

10

15

20

25

D.I.

借入実施割合(左目盛) 借入難易度判断D.I.(右目盛)

 

 ３



製造業 ２０１２．１～３月期 （回答１１３社・・・回答率９６．６％） 

 

１．業況 （対前年同期比判断 D.I.） 

 前 期 今 期 来期見通し 全 国 調 査

業 況 △２．６ △６．３ ４．５ △２６．７

売上(加工)高 △８．６ ０．０ ７．１ △２２．１

資 金 繰 り △１４．８ △７．１ △５．３ △２２．２

採 算 △２０．０ △２０．４ △１１．５ △３１．４

原材料 単価 １２．３ ２６．８ １７．９ ３２．２

原材料 在庫 △８．０ △７．１ △３．６ △９．１

従業員 増減 △４．４ △２．７ １．８ △５．４

設備操 業率 △４．３ △１．８ １．８ △１６．４

  今期の製造業の業況判断 D.I.は△6.3 と、前年の同

時期（2011.1～3：8.6）との比較では 14.9 ポイント悪化、

また、前期調査（2011．10～12:△2.6）との比較でも 3.7

ポイント悪化となりました（中小企業基盤整備機構が実

施した日本商工会議所他の実査による全国調査との比

較では、当地の業況判断 D.I.は全国値を 20.4 ポイント

上回り、また、他のすべての判断項目においても全国

値を上回る結果となりました）。また、その他の判断項

目では、採算、原材料単価を除く項目が前期比改善と

なりました。 

来期は、すべての項目において今期より改善を見込む企業の割合が増加しております。 
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２．借入金の状況 

今期借入を実施した企業の割合は 27.3％と、前年の

同時期（2011.1～3：32.4％）と比較して 5.1 ポイント減少

となりました。来期借入を予定する企業の割合は

19.2％と、今期より 8.1 ポイント減少する見込です。 

また、今期の借入難易度判断 D.I.は△9.2 と、前期

（△7.9）との比較で 1.3 ポイント悪化し、借入を困難とする企業の割合がわずかながら増加しております。 

 前 期 今 期 来 期 予 定

借入実施割合 ３５．３％ ２７．３％ １９．２％

   

借 入 難 易 度 判 断 D . I . △９．２ 

借入実施割合・借入難易度判断D.I.の推移
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３．設備投資の状況 

 

今期、設備投資を実施した企業の割合は 20.4％

と、前期（22.4％）比 2.0 ポイント減少となりました。設

備投資の内訳は、生産設備が 37.5％、車輌･運搬具

が 31.3％、OA 機器が 18.8％、土地が 6.3％、付帯施

設、その他が各々3.1％となりした。 

来期につきましては、設備投資を計画する企業の

割合は 17.7％で、今期と比較して 2.7 ポイント減少の

見込です。設備投資の内訳は、生産設備が 53.3％、

工場建物が 16.7％、 OA 機器が 13.3％、車輌・運搬

具、付帯施設が各々6.7％、土地が 3.3％となっており

ます。 

設備投資の実施(計画)内容（複数回答）
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 設備投資状況の推移
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４．経営上の問題点 

 

  経営上の問題点は、第１位が「製品（加工）単価の低下・上昇難」で 20.3％、第２位が「需要の停滞」で 15.9％、 

 第 3 位が「製品ニーズの変化への対応」で 12.7％という結果になりました。 

今期直面している経営上の問題点（複数回答）
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卸売業 ２０１２．１～３月期 （回答２８社・・・回答率９６．６％） 

 

１．業況 （対前年同期比判断 D.I.） 

 前 期 今 期 来期見通し 全 国 調 査

業 況 ３．６ △７．１ △１０．７ △３０．１

売 上 高 ３．６ ０．０ △７．１ △２７．１

資 金 繰 り １０．７ ０．０ ０．０ △１９．９

採 算 △３．６ △２１．４ △７．１ △３０．０

売 上 単 価 １７．９ ０．０ △３．７ △１０．７

仕 入 単 価 ２８．６ １４．８ ７．４ １７．５

在 庫 数 量 △３．７ △３．７ △３．７ △１６．５

従業員 増減 ７．４ １１．１ １８．５ △６．２

今期の卸売業の業況判断 D.I.は△7.1 と、前年の同

時期（2011.1～3：△21.4）との比較では 14.3 ポイント改

善となりましたが、前期（2011．10～12：3.6）との比較で

は 10.7 ポイント悪化となりました（中小企業基盤整備機

構が実施した日本商工会議所他の実査による全国調

査との比較では、当地の業況判断 D.I.は全国値を 23.0

ポイント上回り、また、他のすべての判断項目において

も全国値を上回る結果となりました）。また、その他の判

断項目では、仕入単価、在庫数量、従業員増減を除く

判断項目が前期比悪化となりました。 

来期は、資金繰り、在庫数量は今期と変わりませんが、採算、仕入単価、従業員増減は今期より改善、また、業況、

売上高、売上単価は今期より悪化を見込む企業の割合が増加しております。 

卸売業　主要判断D.I.の推移D.I.
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２．借入金の状況 

今期借入を実施した企業の割合は２７．３％と、前年

の同時期（2011.1～3：27.3％）と変わりませんでした。

来期借入を予定する企業の割合も 27.3％と、今期と変

わらない見込です。 

また、今期の借入難易度判断 D.I.は 0.0 と、前期

（4.5）との比較で 4.5 ポイント悪化し、借入を困難とする企業の割合が増加しております。 

 前 期 今 期 来 期 予 定

借入実施割合 ４２．９％ ２７．３％ ２７．３％

   

借 入 難 易 度 判 断 D . I . ０．０ 

借入実施割合・借入難易度判断D.I.の推移
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３．設備投資の状況 

 設備投資の実施（計画）内容（複数回答）

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%
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0.0%
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土地

今期の実施内容

来期の計画内容

今期、設備投資を実施した企業の割合は

25.0％と、前期（25.0％）と変わりませんでした。設

備投資の内訳は、車輌・運搬具が 44.4％、土地、

ＯＡ機器が各々22.2％、倉庫が 11.1％となりまし

た。 

来期につきましては、設備投資を計画する企業

の割合は 7.1％で、今期と比較して 17.9 ポイント減

少の見込です。設備投資の内訳は、車輌・運搬

具、その他が各々50.0％となっております。 

 設備投資状況の推移
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＊は来期の計画有無 

0%
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時期

実施した (計画あり） 実施していない  (計画なし） 

                                                                    

 

４．経営上の問題点 

 

経営上の問題点は、第１位が「販売単価の低下・上昇難」で19.1％、第２位が「需要の停滞」で16.2％、第３位が「メー

カーの進出による競争の激化」と「仕入単価の上昇」で各々8.8％という結果になりました。 

今期直面している経営上の問題点（複数回答）

4.4%
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8.8%
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店舗・倉庫の狭隘・老朽化
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小売業者の進出による競争の激化

新規参入業者の増加

大企業の進出による競争の激化

仕入単価の上昇

メーカーの進出による競争の激化

需要の停滞

販売単価の低下・上昇難

 

 

 

 ７



小売業 ２０１２．１～３月期 （回答９０社・・・回答率９６．８％） 

 

１．業況 （対前年同期比判断 D.I.） 

 前 期 今 期 来期見通し 全 国 調 査

業 況 △３９．３ △２０．０ △２５．６ △４５．０

売 上 高 △３９．３ △１６．７ △１８．９ △４３．５

資 金 繰 り △２２．５ △１７．８ △１２．２ △３４．０

採 算 △３０．３ △２７．８ △２４．７ △４５．２

売 上 単 価 △３３．７ △２７．８ △２８．１ △３６．５

仕 入 単 価 ０．０ ３．３ ９．０ ４．５

在 庫 数 量 △２２．５ △１７．８ △１４．６ △２７．１

従業員 増減 △２．３ △３．４ △２．３ △６．５

今期の小売業の業況判断 D.I.は△20.0 と、前期

（2011.10～12：△39.3）との比較では 19.3 ポイント、前

年の同時期（2011.1～3：△35.9）との比較でも 15.9 ポイ

ント改善となりました（中小企業基盤整備機構が実施し

た日本商工会議所他の実査による全国調査との比較

では、当地の業況判断 D.I.は全国値を 25.0 ポイント上

回り、また、他のすべての判断項目においても全国値

を上回る結果となりました）。また、その他の判断項目

では、仕入単価、従業員増減を除く項目が前期比改善

となりました。 

来期は、資金繰り、採算、在庫数量、従業員増減は今期より改善、業況、売上高、売上単価、仕入単価は今期より

悪化を見込む企業の割合が増加しております。 

 
小売業　主要判断D.I.の推移
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業況判断D.I. 売上高判断D.I. 採算判断D.I.    

   

 

 

２．借入金の状況 

今期借入を実施した企業の割合は 16.5％と、前年の

同時期（2011.1～3：16.0％）と比較して 0.5 ポイント増加

となりました。来期借入を予定する企業の割合は

15.2％と、今期より 1.3 ポイント減少の見込です。 

また、今期の借入難易度判断 D.I.は△7.7 と、前期

（△9.2）との比較で 1.5 ポイント改善し、借入が困難であると判断する企業の割合は減少しております。 

 前 期 今 期 来 期 予 定

借入実施割合 ２０．８％ １６．５％ １５．２％

   

借 入 難 易 度 判 断 D . I . △７．７ 

借入実施割合・借入難易度判断D.I.の推移
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３．設備投資の状況 

 

今期、設備投資を実施した企業の割合は 10.0％

と、前期（11.2％）比 1.2 ポイント減少となりました。設

備投資の内訳は、OA 機器が 45.5％、車輌・運搬具

が27.3％、倉庫が18.2％、店舗が9.1％となりました。

来期につきましても、設備投資を計画する企業の

割合は 10.0％で、今期と変わらない見込です。設備

投資の内訳は、車輌・運搬具が 25.0％、店舗、倉庫、

OA 機器、その他が各々16.7％、付帯施設が 8.3％と

なっております。 

設備投資の実施（計画）内容（複数回答）
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設備投資状況の推移
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＊は来期の計画有無 
実施した (計画あり） 実施していない  (計画なし）

 

 

 

４．経営上の問題点 

  

  経営上の問題点は、第１位が「大型店･中型店の進出による競争の激化」で 21.0％、第２位が「消費者ニーズの変化

への対応」で 12.7％、第３位が「同業者の進出」と「販売単価の低下・上昇難」で各々10.9％という結果になりました。 

今期直面している経営上の問題点（複数回答）
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大型店・中型店の進出による競争の激化
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建設業 ２０１２．１～３月期 （回答５７社・・・回答率９３．４％） 

 

１．業況 （対前年同期比判断 D.I.） 

 前 期 今 期 来期見通し 全 国 調 査

業 況 ０．０ ５．３ １０．７ △２３．８

売 上 高 △５．１ ８．８ ３．５ △１８．６

資 金 繰 り △８．５ ０．０ ３．５ △１７．８

採 算 △１０．２ △７．１ △７．１ △３１．９

受 注 額 △６．８ ５．４ ７．１ △２４．７

材 料 単 価 ２０．３ ２３．２ １６．１ ２６．３

従業員 増減 △６．８ △７．０ △３．５ △５．９

今期の建設業の業況判断 D.I.は 5.3 と、前期

（2011.10～12：0.0）との比較では 5.3 ポイント、前年同

時期（2011.1～3：△5.2）との比較では 10.5 ポイント改

善している結果となっております（中小企業基盤整備機

構が実施した日本商工会議所他の実査による全国調

査との比較では、当地の業況判断 D.I.は、全国値を

29.1 ポイント上回り、また、従業員増減を除くすべての

判断項目においても全国値を上回る結果となりました）。

また、その他の判断項目では、材料単価、従業員増減

を除く項目が前期比改善となりました。 

来期は、売上高、採算を除く判断項目が改善の見通しとなっております。 

 
建設業　主要判断D.I.の推移
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２．借入金の状況 

今期借入を実施した企業の割合は 37.7％と、前年の

同時期（2011.1～3：50.0％）と比較して 12.3 ポイント減

少となりました。来期借入を予定する企業の割合は

34.0％と、今期より 3.7 ポイント減少する予定です。 

また、今期の借入難易度判断 D.I.は△3.8 で、前期

（△1.8）との比較では 2.0 ポイント悪化し、借入が困難と判断する企業の割合が増加しております。 

 前 期 今 期 来 期 予 定

借入実施割合 ４０．０％ ３７．７％ ３４．０％

   

借 入 難 易 度 判 断 D . I . △３．８ 

借入実施割合・借入難易度判断D.I.の推移
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３．設備投資の状況 

 

 今期、設備投資を実施した企業の割合は 14.0％と、

前期（13.6％）比 0.4 ポイント増加となりました。設備投

資の内訳は、建設機械、車輌・運搬具、OA 機器が

各々30.0％、建物が 10.0％となりました。 

来期につきましては、設備投資を計画する企業の

割合は 15.8％で、今期と比較して 1.8 ポイント増加の

見込です。設備投資の内訳は、土地、車輌・運搬具

が各々27.3％、建物、OA 機器が各々18.2％、建設機

械が 9.1％となっております。 

設備投資の実施(計画）内容（複数回答）
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 設備投資状況の推移
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実施した (計画あり） 実施していない  (計画なし）     ＊は来期の計画有無 

 

 

４．経営上の問題点 

 

経営上の問題点は、第１位が「請負単価の低下・上昇難」で 18.1％、第２位が「民間需要の停滞」で 16.0％、第３位が

「官公需要の停滞」で 12.5％という結果になりました。 

今期直面している経営上の問題点（複数回答）
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サービス業 ２０１２．１～３月期 （回答８６社・・・回答率１００．０％） 

 

１．業況 （対前年同期比判断 D.I.） 

 前 期 今 期 来期見通し 全 国 調 査

業 況 △１８．６ △５．９ ０．０ △３０．３

売 上 高 △１６．３ △３．５ ５．９ △２８．１

資 金 繰 り △１３．１ △４．８ △２．４ △２３．３

採 算 △２３．３ △１４．５ △１５．５ △３４．０

客 単 価 △１６．３ △１５．３ △９．４ △２６．２

仕 入 単 価 ９．５ １４．５ １３．３ １８．７

従業員 増減 △１．２ △２．４ ０．０ △７．５

今期のサービス業の業況判断 D.I.は△5.9 と、前期

（201１.10～12：△18.6）との比較では 12.7 ポイント、前

年の同時期（2011.1～3：△12.9）との比較では 7.0 ポイ

ント改善となりました（中小企業基盤整備機構が実施し

た日本商工会議所他の実査による全国調査との比較

では、当地の業況判断 D.I.は全国値を 24.4 ポイント上

回り、また、他のすべての判断項目においても全国値

を上回る結果となりました）。また、その他の判断項目

では、仕入単価、従業員増減を除く項目が前期比改善

となりました。 

来期は、採算を除くすべての判断項目が改善の見通しとなっております。 
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２．借入金の状況 

今期借入を実施した企業の割合は 9.9％と、前年の

同時期（201１．1～３：14.3％）と比較して 4.4 ポイント減

少しました。来期借入を予定する企業の割合は 14.1％

と、今期より 4.2 ポイント増加の見込です。 

また、今期の借入難易度判断 D.I.は△1.4 で、前期

（△8.5）との比較では 7.1 ポイント改善し、借入を困難と判断する企業の割合は減少しております。 

 前 期 今 期 来 期 予 定

借入実施割合 ３１．０％ ９．９％ １４．１％

   

借 入 難 易 度 判 断 D . I . △１．４ 

借入実施割合・借入難易度判断D.I.の推移

31.9 35.2 33.3 30.4
43.1 47.7

31.0 34.8
44.9 41.2

29.4 28.6 33.8 37.9

22.1
17.1

29.9 28.2

14.3 16.9
28.2 31.0

9.9
0

10

20

30

40

50

60

70

06.9 12 07.3 6 9 12 08.3 6 9 12 09.3 6 9 12 10.3 6 9 12 11.3 6 9 12 12.3 時期

％

△ 15

△ 10

△ 5

0

5

10

15

20

D.I.

借入実施割合(左目盛) 借入難易度判断D.I.(右目盛)
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３．設備投資の状況 

 

 今期、設備投資を実施した企業の割合は 7.0％

と、前期（12.8％）比 5.8 ポイント減少となりました。

設備投資の内訳は、車輌・運搬具が 44.4％、付帯

施設、 OA 機器が各々22.2％、土地が 11.1％とな

りました。 

来期につきましては、設備投資を計画する企業

の割合は8.1％で、今期と比較して1.1ポイント増加

の見込です。設備投資の内訳は、土地が 36.4％、

建物が27.3％、車輌・運搬具が18.2％、付帯施設、

OA 機器が各々9.1％となっております。 

設備投資の実施(計画）内容（複数回答）

0.0%

0.0%

27.3%

36.4%

9.1%

0.0%

9.1%

18.2%

22.2%

0.0%

0.0%

22.2%

0.0%

11.1%

44.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

福利厚生施設

ＯＡ機器

付帯施設

車輌･運搬具

サービス設備

建物

土地

今期の実施内容

来期の計画内容

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＊は来期の計画有無 

設備投資状況の推移

14.8
25.3 24.7 22.0 24.7 20.5 17.1 17.1 19.5 20.5 14.5 10.3

20.5 17.3 20.5 11.8 14.6 12.8 5.9 9.3 18.6 12.8 7.0 8.1

85.2
74.7 75.3 78.0 75.3 79.5 82.9 82.9 80.5 79.5 85.5 89.7 79.5 82.7 79.5 88.2 85.4 87.2 94.1 90.7

81.4 87.2 93.0 91.9

0%

20%

40%

60%

80%

100%

06.9 12 07.3 6 9 12 08.3 6 9 12 09.3 6 9 12 10.3 6 9 12 11.3 6 9 12 12.3 *6 時期

実施した （計画あり） 実施してない (計画なし）

 

 

４．経営上の問題点 

 

経営上の問題点では、第１位が「消費者ニーズの変化への対応」で 19.2％、第 2 位が「需要の停滞」で 17.8％、第 3

位が「新規参入業者の進出」で 12.7％という結果になりました。 

今期直面している経営上の問題点（複数回答）

17.8%

19.2%

12.7%

10.3%

1.9%

1.9%

1.9%

4.2%

5.2%

5.6%

6.6%

10.3%

0% 3% 6% 9% 12% 15% 18% 21%

従業員の確保難

事業資金の借入難

人件費の増加

材料等仕入単価の上昇

熟練従業員の確保難

人件費以外の経費の増加

店舗施設の狭隘・老朽化

利用料金の低下・上昇難

大企業の進出による競争の激化

新規参入業者の進出

需要の停滞

消費者ニーズの変化への対応
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 特別調査  

 

 ｢東日本大震災から１年を経た中小企業経営｣ 
 

問１． 東日本大震災に伴って生じた事象のうち、貴社の事業展開上、この１年間を振り返って最も影響が大き

かったものを１～９の中から１つお答えください。なお、影響がなかった方は、１０を選択してくださ

い。 

 

１.建物、設備、商品等の損傷 

２.物流の遅延、停止 

３.原材料、資材、燃料の不足 

４.電力不足 

５.消費自粛の雰囲気 

６.原発事故（風評被害を含む） 

７.資金繰り難 

８.労働力の調整 

９.その他（          ） 

10.影響はなかった 

＜東日本大震災の影響が最も大きかったもの＞

13.4%

2.2%

2.2%

2.2%

2.5%

18.4%

23.4%

13.4%

17.4%

5.0%

0% 10% 20% 30%

１０．影響はなかった

９．その他

８．労働力の調整

７．資金繰り難

６．原発事故(風評被害を含む)

５．消費自粛の雰囲気

４．電力不足

３．原材料、資材、燃料の不足

２．物流の遅延、停止

１．建物、設備、商品等の損傷

 
 

 

問２．貴社における２０１１年度の年間売上は、２０１０年度の年間売上と比較して、どの程度変化しました

か。次の１～８の中からお答えください。なお、ほぼ変化なし（５％未満の増減）という方は、９を選

択してください。 

 

１.５０％以上の減少 

２.３０％以上５０％未満の減少  

３.１０％以上３０％未満の減少 

４.５％以上１０％未満の減少 

５. ５％以上１０％未満の増加 

６.１０％以上３０％未満の増加 

７.３０％以上５０％未満の増加 

８.５０％以上の増加 

９.ほぼ変化なし（５％未満の増減） 

＜2010年度と比較した2011年度の売上＞

30.8%

0.6%

1.9%

9.7%

14.6%

24.0%

13.4%

3.4%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40%

９．ほぼ変化なし(5％未満の増減)

８．50％以上の増加

７．30％以上50％未満の増加

６．10％以上30％未満の増加

５．5％以上10％未満の増加

４．5％以上10％未満の減少

３．10％以上30％未満の減少

２．30％以上50％未満の減少

１．50％以上の減少

 １４



 

問３．東日本大震災発生後に取り組んだ経営施策を次の１～９の中から最大３つまでお答えください。なお、

取り組んだ施策が特にないという方は１０を選択してください。 
                                            

 ６.耐震補強や設備等の転倒防止装置  １.取引先の変更・見直し（仕入先や販売先）

２.販売・生産体制の見直し(設備や人員)  ７.役員・従業員の安全管理強化 

 ８.長期休業、廃業等の検討・実施 ３.協力企業の確保（調達や生産の代替先）

４.省エネ機器・設備の導入  ９.その他（          ） 

 10.特にない ５.新商品やサービス等の検討・取扱開始 

 

＜東日本大震災発生後に取り組んだ経営施策＞

30.0%

1.5%

2.0%

6.6%

5.9%

7.9%

11.8%

7.7%

14.4%

12.3%

0% 10% 20% 30%

１０．特にない

９．その他

８．長期休業、廃業等の検討・実施

７．役員・従業員の安全管理強化

６．耐震補強や設備等の転倒防止装置

５．新商品やサービス等の検討・取扱開始

４．省エネ機器・設備の導入

３．協力企業の確保(調達や生産の代替先)

２．販売・生産体制の見直し(設備や人員)

１．取引先の変更・見直し(仕入先や販売先)

 
 

 

問４．災害などの緊急時における業務の継続・早期復旧のために、「事業継続計画（BCP）」の策定が有効とされ

ています。貴社が事業継続計画(BCP)を策定（予定を含む）している場合は、策定時期等について下記の

１～３の中から、また、策定していない場合はその理由について４～７の中から、１つ選択してくださ

い。 
 

（策定済―策定時期等） 

１.東日本大震災以前 

２.東日本大震災以降 

３.現在策定中(予定を含む) 

 

（未策定―策定しない理由） 

４.日常業務が忙しく余裕がない 

５.策定のための人材がいない  

６.BCPについてよくわからない 

７.当社には必要ない  

＜事業継続計画(BCP)の策定＞

32.8%

27.8%

9.4%

20.3%

4.7%

2.5%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40%

７．当社には必要ない

６．BCPについてよくわからない

５．策定のための人材がいない

４．日常業務が忙しく余裕がない

３．現在策定中(予定を含む)

２．東日本大震災以降

１．東日本大震災以前

 
 

 

 

 

 １５



 
問５．東日本大震災の被災地域復興に向けて必要なことは何だと思いますか。次の１～９の中から最大３つまでお答

え下さい。なお、特にないという方は、１０を選択してください。 
 

１.ボランティアの派遣  

２.被災企業の経営支援  

３.地域コミュニティの再構築支援 

４.公共インフラの整備  

５.雇用確保の支援（助成金など) 

６.税制優遇措置  

７.新産業の創出（特区の活用など）  

８.原発事故への適切な対応（補償、除染など） 

９.その他（         ） 

10.特にない 

＜東日本大震災の被災地域復興に向けて必要なこと＞

2.7%

0.3%

19.4%

6.9%

15.2%

14.0%

12.2%

6.7%

16.1%

6.4%

0% 10% 20% 30%

１０．特にない

９．その他

８．原発事故への適切な対応(補償、除染など)

７．新産業の創出(特区の活用など)

６．税制優遇措置

５．雇用確保の支援(助成金など)

４．公共インフラの整備

３．地域コミュニティの再構築支援

２．被災企業の経営支援

１．ボランティアの派遣
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調査について ２０１２．１～３月期 

 

 

 

 

 調査方法について
 

伊勢崎商工会議所とアイオー信用金庫が共同し、伊勢崎市及び佐波郡玉村町内の企業３８６社 

にご協力いただき、面談又は聴取りによる調査の回答を集計したものです。 

製造業、卸売業、小売業、建設業、サービス業の５つの業種について３か月ごとに景気の動きを 

調査し、最新の動きをまとめております。 

独立行政法人中小企業基盤整備機構、日本商工会議所並びに信金中央金庫の実施する全国 

規模の調査結果を一部引用しております。また、毎回テーマを設け「特別調査」を実施しております。 

 

 

 

 

今回の調査について 

 

調 査 時 期 ２０１２年３月 

調 査 内 容 ① 今期の状況：前年の同時期（２０１１年１月～３月）と比較した今期（２０１２年１月～３

月）の状況及び前期（２０１１年１０月～１２月）と比較した今期の状況。 

② 来期見通し：前年の同時期（２０１１年４月～６月）と比較した来期（２０１２年４月～６

月）の見通し。 

調 査 方 法 伊勢崎商工会議所及びアイオー信用金庫の調査員による聴取り調査 

調 査 対 象 企 業 数 伊勢崎市及び佐波郡玉村町内の企業 ３８７社 

回 答 企 業 数 ３７４社 

回答企業業種別内訳 下表のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業 種 回 答 企 業 数 調査対象企業数 回 答 率

製 造 業 １１３ １１７ ９６．６％

卸 売 業 ２８ ２９ ９６．６％

小 売 業 ９０ ９３ ９６．８％

建 設 業 ５７ ６１ ９３．４％

サ ー ビ ス 業 ８６ ８６ １００．０％

合 計 ３７４ ３８６ ９６．９％

 

 

調査結果の分析について 

 

調査結果の分析には、判断指数（Diffusion Index－Ｄ.Ｉ.）を用いております。この判断指数（D.I.）とは、「良い」とする 

回答数から「悪い」とする回答数を引き、全体に占める割合を算出したもので、 この指数の変動により、景気の動いている 

方向を判断するために用いられます。 
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（単位：％）

良　い 不　変 悪　い D.I. 良　い 不　変 悪　い D.I. 良　い 不　変 悪　い D.I.

業 況 18.5 55.1 26.3 △ 7.8 13.1 59.7 27.2 △ 14.2 19.1 57.7 23.2 △ 4.0

売 上 23.1 50.4 26.5 △ 3.5 16.8 55.4 27.7 △ 10.9 23.1 52.8 24.1 △ 1.1

採 算 6.5 68.1 25.4 △ 18.9 7.3 70.8 21.9 △ 14.6

従 業 員 増 減 7.9 78.2 13.9 △ 6.0 7.4 86.0 6.6 0.8

借 入 難 易 度 8.1 78.2 13.7 △ 5.6

業 況 25.0 43.8 31.3 △ 6.3 16.2 55.0 28.8 △ 12.6 27.7 49.1 23.2 4.5

売 上 31.9 36.3 31.9 0.0 18.8 50.9 30.4 △ 11.6 29.2 48.7 22.1 7.1

資 金 繰 り 10.6 71.7 17.7 △ 7.1 7.4 74.1 18.5 △ 11.1 11.5 71.7 16.8 △ 5.3

採 算 9.7 60.2 30.1 △ 20.4 10.6 67.3 22.1 △ 11.5

原 材 料 単 価 31.3 64.3 4.5 26.8 19.6 78.6 1.8 17.9

原 材 料 在 庫 8.0 76.8 15.2 △ 7.1 7.1 82.1 10.7 △ 3.6

従 業 員 増 減 10.8 75.7 13.5 △ 2.7 8.1 85.6 6.3 1.8

設 備 操 業 率 16.8 64.6 18.6 △ 1.8 17.7 66.4 15.9 1.8

借 入 難 易 度 8.2 74.5 17.3 △ 9.2

業 況 25.0 42.9 32.1 △ 7.1 19.2 46.2 34.6 △ 15.4 17.9 53.6 28.6 △ 10.7

売 上 21.4 57.1 21.4 0.0 19.2 38.5 42.3 △ 23.1 21.4 50.0 28.6 △ 7.1

資 金 繰 り 10.7 78.6 10.7 0.0 7.7 80.8 11.5 △ 3.8 10.3 79.3 10.3 0.0

採 算 10.7 57.1 32.1 △ 21.4 14.3 64.3 21.4 △ 7.1

売 上 単 価 18.5 63.0 18.5 0.0 14.8 66.7 18.5 △ 3.7

仕 入 単 価 25.9 63.0 11.1 14.8 18.5 70.4 11.1 7.4

在 庫 数 量 11.1 74.1 14.8 △ 3.7 11.1 74.1 14.8 △ 3.7

従 業 員 増 減 14.8 81.5 3.7 11.1 18.5 81.5 0.0 18.5

借 入 難 易 度 18.2 63.6 18.2 0.0

業 況 11.1 57.8 31.1 △ 20.0 4.5 62.9 32.6 △ 28.1 8.9 56.7 34.4 △ 25.6

売 上 14.4 54.4 31.1 △ 16.7 7.9 59.6 32.6 △ 24.7 13.3 54.4 32.2 △ 18.9

資 金 繰 り 2.2 77.8 20.0 △ 17.8 1.1 81.8 17.0 △ 15.9 4.4 78.9 16.7 △ 12.2

採 算 2.2 67.8 30.0 △ 27.8 3.4 68.5 28.1 △ 24.7

売 上 単 価 1.1 70.0 28.9 △ 27.8 2.2 67.4 30.3 △ 28.1

仕 入 単 価 15.6 72.2 12.2 3.3 19.1 70.8 10.1 9.0

在 庫 数 量 5.6 71.1 23.3 △ 17.8 4.5 76.4 19.1 △ 14.6

従 業 員 増 減 2.3 92.0 5.7 △ 3.4 5.8 86.0 8.1 △ 2.3

借 入 難 易 度 3.8 84.6 11.5 △ 7.7

業 況 22.8 59.6 17.5 5.3 17.9 69.6 12.5 5.4 23.2 64.3 12.5 10.7

売 上 29.8 49.1 21.1 8.8 26.8 60.7 12.5 14.3 26.3 50.9 22.8 3.5

資 金 繰 り 8.8 82.5 8.8 0.0 3.8 86.5 9.6 △ 5.8 8.8 86.0 5.3 3.5

採 算 8.9 75.0 16.1 △ 7.1 7.1 78.6 14.3 △ 7.1

受 注 額 25.0 55.4 19.6 5.4 23.2 60.7 16.1 7.1

材 料 単 価 25.0 73.2 1.8 23.2 25.0 66.1 8.9 16.1

従 業 員 増 減 3.5 86.0 10.5 △ 7.0 5.3 86.0 8.8 △ 3.5

借 入 難 易 度 7.5 81.1 11.3 △ 3.8

業 況 12.9 68.2 18.8 △ 5.9 12.9 60.0 27.1 △ 14.1 16.5 67.1 16.5 0.0

売 上 16.5 63.5 20.0 △ 3.5 16.5 58.8 24.7 △ 8.2 23.5 58.8 17.6 5.9

資 金 繰 り 4.8 85.5 9.6 △ 4.8 3.8 78.8 17.5 △ 13.8 8.4 80.7 10.8 △ 2.4

採 算 3.6 78.3 18.1 △ 14.5 4.8 75.0 20.2 △ 15.5

客 単 価 2.4 80.0 17.6 △ 15.3 5.9 78.8 15.3 △ 9.4

仕 入 単 価 19.3 75.9 4.8 14.5 18.1 77.1 4.8 13.3

従 業 員 増 減 7.3 82.9 9.8 △ 2.4 6.1 87.8 6.1 0.0

借 入 難 易 度 10.0 78.6 11.4 △ 1.4

 集計結果　（２０１２．１～３月期）

今　　期　　の　　状　　況 来　　期　　見　　通　　し

対　前　年　同　期　比 対　前　期　比 対　前　年　同　期　比

全
　
業
　
種

製
　
造
　
業

卸
　
売
　
業

小
　
売
　
業

建
　
設
　
業

サ
　
ー

　
ビ
　
ス
　
業
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   このレポートは、調査時点における当金庫及び当商工会議所の見解をまとめたもので、情報提供を目的 

としております。また、当金庫及び当商工会議所が信頼できると判断した情報やデータに基づいてこの資 

料は作成しておりますが、この情報の正確性・安全性等について当金庫及び当商工会議所が保証するもの 

ではありません。 

   このレポートの活用に関しては何の制限もございませんが、施策の決定や実行などの最終決定は、ご自 

身の判断でなされますようお願いいたします。 
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